
独立行政法人奄美群島振興開発基金について

奄美群島振興開発特別措置法
（基金の目的）
第１１条 独立行政法人奄美群島振興開発基金は、振興開発計画に基づく事業に必要な

資金を供給すること等により、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は奨励するこ
とを目的とする。

（業務の範囲）
第１７条 基金は、第１１条の目的を達成するため、次の業務を行う。

一 奄美群島において振興開発計画に基づく事業を行う者又は奄美群島に住所若しく
は居所を有する者が金融機関に対して負担する債務の保証を行うこと。

二 奄美群島において振興開発計画に基づく事業を行う中小規模の事業者で銀行その
他の金融機関から資金の融通を受けることを困難とするものに対する小口の事業資
金の貸付けを行うこと。

三～四 （略）

昭和30年９月10日 奄美群島復興信用保証協会設立
（米軍のガリオア物資代等に係る債権を承継）

昭和34年３月30日 融資業務追加・奄美群島復興信用基金に

１４４億円
（内訳）
国 ９０億円

根拠法

出資金沿革

資料７

○保証業務

第二次、第三次産業のみならず、第一次産

業に対しても保証する等、信用力に乏しい中
小規模の事業者等が金融機関から円滑に貸付
を受けられるよう、きめ細かな信用保証を実
施。

平成18年度保証額 22億円
年度末保証残高 ８９億円

昭和34年３月30日 融資業務追加・奄美群島復興信用基金に
改組

昭和39年４月 １日 奄美群島振興信用基金に改称
昭和49年４月 １日 奄美群島振興開発基金に改称
平成 元年 ４月 １日 出資業務追加
平成16年10月１日 独立行政法人奄美群島振興開発基金設立
平成18年３月31日 出資業務廃止(特殊法人等整理合理化計画)

国 ９０億円
鹿児島県

３７億円
群島内市町村

１７億円

業務

役員数 ２名（監事２名を除く）
職員数 ２０名

理事長 理事 総務企画課

業務課

管理課

徳之島事務所

沖永良部事務所

監事

組織

○融資業務
農林水産業、大島紬等特産品製造・販売業、

観光業など、地域の特性を生かした産業に融資
を実施。

平成18年度融資額 １７億円
年度末融資残高 １０８億円



役割

群島内融資残高(1,521億円)に占める割合

奄美基金
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Ｉターン者の創業支援

ダイビング案内業を営んでい
るIターン者に対する宿泊施設
新築のための資金を融資 リピ

資金量
融資残高(10,776百万円)・保証残高(8,920百万円)の業種別内訳
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第３次産業

建 設 業
黒糖焼酎
製 造 業

水産物の加工販売施設

100年以上の歴史をもつ奄美の
鰹漁業生産組合による、鰹節の製
造や鮮魚の加工販売のほか ごみ

近年の代表事例

第１次から
第３次産業
までを幅広く

支援

群島内の資金
需要の１／７

産業の活性化
新産業の創出

事業転換の支援

大 島 紬
製造販売業

大島紬の
製造見学
体験施設

伝統工芸の継承
新たな観光スポット

32% 27% 41%

1% 39% 60%

事業の起
ち上げを
支援

新築のための資金を融資。リピ
ーター客も確実に増えており、
経営も順調に推移。

花き栽培や畜産業への多角化

花き栽培に加えて、畜産業も
行う複合経営への転換のための
資金を融資、また、牛糞を花き
の肥料とするなど循環型経営に
も取り組んでいる。

造や鮮魚の加工販売のほか、ごみ
として処分していた魚の頭や骨を

肥料に加工する施設へ融資。

豊かな自然を生かした体験施設

奄美の昔の農村（民家、穀物倉
庫、黒糖製造小屋等）を再現し、
昔ながらの黒糖づくりや塩づく
り、島唄や三味線等が体験でき
る施設へ融資。ホテルに併設。

パパイヤの加工・販売

自社農園で育てた有機栽培の
パパイヤを加工（漬け物）し、
ホームページで販売するための
資金を融資。（生産から加工、
販売までを一括して行う。）

伝統工芸の継承
新たな観光スポット

第一次産
業の高度

化
・多角化

奄 美 群 島 の 自 立 的 発 展 に 寄 与

環境にやさしい商品の開発・製造

奄美の川や海をきれいにする
水質洗浄型の多目的エコ洗剤の
開発・販売のための借入につい
て保証。自然保護に貢献できる
商品で奄美のイメージアップに
繋がることが期待される。

米国の自然環
境保護支援メ
ンバーに認定



【融資業務・債務保証業務】
○奄美群島振興開発基金の根拠法である奄美群島振興開発特別措置法が平成

20年度末に期限切れとなることを踏まえ、平成21年度以降の奄美群島の振興開
発の在り方等と一体的に、他の金融機関等との関係や役割分担の在り方を含め
抜本的な見直しについて検討する。見直しに当たっては、平成21年度以降の奄
美群島の振興開発の在り方等に係わる奄美群島振興開発審議会の審議、今年
度において実施されている鹿児島県の総合調査等における奄美群島振興開発
基金による金融措置の効果の検討及び今後の在り方の検討等を踏まえつつ行う。
上記見直しの結果、平成21年度以降も業務を継続する場合は、以下の事項に

ついて速やかに実施する。
○融資業務及び債務保証業務について、奄美群島振興開発基金の果たすべき役
割、奄美群島内事業者の状況、近年の利用実績の分析等を踏まえ、民間金融機
関、信用保証協会、政策金融機関等で対応できない、又は奄美群島振興開発基
金が行う方が効果的・効率的なメニューや案件に特化することとし、それ以外のメ
ニュー等については廃止する。

○融資業務については、利用頻度の少ない、又は一般金融機関でも十分対応可
能な融資メニュー等について 今後の奄美群島の振興開発の在り方等の検討の

独立行政法人整理合理化計画（平成１９年１２月２４日閣議決定）

事務及び事業の見直し

能な融資メニュ 等について、今後の奄美群島の振興開発の在り方等の検討の
中で廃止、縮小、統合等を含め検討し、平成20年度までに結論を得る。この中で、
短期運転資金については、特に奄美群島の振興開発に必要なものに限定する方
向で検討する。

○債務保証業務については、保証限度額及び民間金融機関との適切なリスク分
担の在り方について、今後の奄美群島の振興開発の在り方等の検討の中で、保
証のカバー率を引き下げる等の方向で見直しを行い、平成20年度までに結論を
得る。

【業務運営体制の整備】
○ガバナンスの充実に向け、コンプライアンスの徹底を図り、内部検査体制、情報開示
の充実等に努め、実効ある業務実施体制を構築する。

○審査の厳格化、債権管理・回収の強化等により資産の健全性を向上させるとともに、
自己収入の増加、一般管理費の抑制等により収支改善を推進することにより、単年
度収支の改善及び累積欠損金の着実な削減による財務の健全化を図る。

○中小企業信用情報データベースの活用等による審査の厳格化、期中管理の強化等
による新規延滞債権発生の抑制、効果的な法的措置の促進、督促の励行等管理・
回収の強化による回収金の増額、経営支援・再生支援等による債権の優良化等によ

り、リスク管理債権の削減に努める。

運営の効率化及び自律化


